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１．はじめに 

国交省では、2008年の「地域における歴史的風致

の維持及び向上に関する法律」（通称：歴史まちづ

くり法）成立以降、全国における歴史まちづくりの

取り組みを支援している。国総研でも、歴史まちづ

くり法の運用改善に資する技術的支援を進めるため

に、歴史的風致の維持向上に係る技術的配慮事項、

歴史的風致維持向上計画（通称：歴まち計画）の進

行管理・評価制度の設計、災害時における歴史的風

致の維持に関する研究等を行ってきた。 

近年、歴史的価値を有する土木施設について、ま

ちづくりへの活用を視野に入れた多面的評価が高ま

る中、保全活用に係る技術の構築が課題として浮き

彫りにされてきた。また、狭義の文化財ではないも

のの、歴史的町並みを構成する一般土木施設の整備

についても、土木施設自体や地区の歴史的価値に応

じて、適切な工法を選択し、まちづくりへと効果的

に結び付ける必要が生じている。そこで、歴史的町

並みを構成する土木施設について、伝統工法の歴史

的、地域的な展開を整理するとともに、歴まち計画

認定都市における補修・整備の実態把握に取り組ん

でいる。 

２．伝統工法の調査 

 2013年度は西日本、2014年度は東日本を対象に、

舗装、石積み、塀・垣類、用水施設、煉瓦構造物に

用いられる伝統工法の歴史的、地域的な展開を、文

献調査、識者へのヒアリング、及び現地調査に基づ

いて整理した。気候風土や地場材の性質に応じた地

域固有の工法について、その技術的な特徴と時代に

応じた変遷を明らかにすることで、現代の補修・整

備におけるオーセンティシティの拠り所となる基礎

情報の収集・整理に取り組んでいる。 

 また、現代的、実用的なニーズに対応しながら、

地域性を考慮した土木施設の補修・整備を実施する

上での工夫についても、調査・分析を行っている。

歴まち計画認定都市における歴史的価値の高い土木

施設の補修・整備について、工法選定のプロセス、

採用された工法の特徴、整備の効果を分析している。

さらには、伝統工法の基盤となる技術の継承を支援

するべく、金澤職人大学校に代表される組織的な学

びの場や、講習会を通じた自主的な学びの場につい

て、調査・分析を行っている。 

  

写真 左）仙台城の石垣修復、右）金沢職人大学校

の生徒による土塀修復と薦掛け 

３．データベースの作成 

土木施設の伝統工法に関する調査・研究と並行し

て、全国の歴まち計画認定都市における歴史まちづ

くりの取り組みに関する情報を、一元的に集約した

データベースの構築に取り組んでいる。歴まち計画

認定都市間の情報共有を図るだけでなく、一般向け

に歴史まちづくりの認知度を上げるとともに、観光

関係の事業者にとって有用な情報を提供することを

目指している。本データベースの情報については、

歴史まちづくり関係者から一般まで広く参照される

べく、国総研HP内で公開することを検討している。 
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１．研究の概要 

 都市のみどりは、身近な遊びや休息の場の提供、

緑陰形成による熱環境の改善、火災時の延焼防止な

ど、安全で快適な都市生活に欠かせない機能を持つ

インフラである。これまでの公園緑地行政は、"都市

が拡大基調にある中で如何に緑やオープンスペース

を確保するか"を第一に、緑の基本計画をマスタープ

ランとする計画的な行政施策を推進してきた。しか

し今後は人口減少や都市の縮退等を背景に、"拡大を

前提としない社会でも、みどりを通じたまちづくり

によって人々の幸せな暮らしを実現する"ことを目

指し、幅広い視点からの公園緑地行政、その指針と

なる緑地計画へと発想の転換が要請される（図-1）。

例えば、開発時に整備された公園が人口構成の変化

などにより機能を発揮できなくなる一方、非計画的

に発生した空閑地をうまく利用することで地域の魅

力向上につなげている事例もある（写真）。 

 緑化生態研究室は、上記の問題意識のもと「人口

減少や都市の縮退等に対応した緑の基本計画技術に

関する研究（研究期間：H25～H27）」を行っている。 
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図-1 都市の縮退と緑地環境の変化のイメージ

  

写真(左) 利用頻度が低下した公園の様子 

写真(右) 子育て等で地域に活用されている空閑地 

平成26年度には、国内の緑の基本計画の先進事例を

対象とした整理を行い、人口減少への対応状況等に

ついての分析を行った。また、学識経験者に協力い

ただき研究会を設置し、今後の緑の基本計画に求め

られる新たな役割や方向性について議論を行った。 

２．緑の基本計画の新たな役割 

 先進的な事例では、公園や緑の量的充足を図るだ

けでなく、緑地や自然資源の利用を通じて地域の魅

力や持続可能性を如何に高めるかという方向での試

行や検討が始まりつつある。今後の緑の基本計画に

は、地域の自然環境のポテンシャルを評価し自然立

地的な土地利用の方針を示すという環境保全・問題

解決型のアプローチに加え、地域経営の観点から緑

地を活用する計画としての位置付けと策定技術が必

要と考えられる（図-2参照）。 

３．今後の予定 

 研究会では、緑による社会問題の解決、自然資源

利用による持続可能性向上、緑地マネジメントによ

る新たな価値観・ライフスタイルの提示といったア

イデアが議論となった。引き続き、これらの新しい

方向性を緑の基本計画として具体化するための検討

を行う予定である。 
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図-2 緑の基本計画の新たな役割のイメージ 
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